ヴィクセル「租税帰着学説のために」(2) by 池田,浩太郎/杉ノ原,保夫 et al.
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　池田浩太郎
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　杉ノ原保夫
　凡例
　租税帰着学説のために
　　序言（『財政理論研究』1896年，序言より）
　　　Ｉ．序論
　　　Ⅱ．独占利潤への課税（以上前号）
　　　Ⅲ．自由競争の支配下での租税帰着。最も単純な仮説。資本利子と労賃
　　　　（本号）
　　　IV.続。土地用益を含む生産諸力の報酬への租税帰着
　　　Ｖ．生産への不均等課税。外国製品への課税。自由貿易論とその相対性
　　　VI.労賃への課税と，いう所のその転嫁可能性
　第Ⅲ節の翻訳にさき立って，本論考が収められているヴィクセル『財政
理論研究』1896年, 351ページ以下の「訂正と補足」にもとづいて，前稿
33 (148)ページの注１の補足を訳出しておく。
　これは本来，〔補注〕として前稿末尾においておくべきものであった。
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　　Ⅲ。自由競争の支配下での租税帰着。最も単純な仮説。
　　　　　資本利子と労賃
　全国民経済的生活は，おこなわれた生産物の交換にしたがって，その成
果が各人の一定の実質所得Realeinkommenで表現される，あるただ一つ
の生産プロセスとして把握されるとしよう。この場合には，さきに示唆し
ておいたように，租税帰着の理論的論述に当たっては，生産者たちと消費
者たちとの対立を全く無視することができよう。独占超過利潤並びに事業
管理の労働への報酬とは若干別のものを意味するであろう企業者利潤の出
現を，この場合無視しよう。そしてむしろ，全国民経済的資本は経済的観
点からすれば，あるただ一つの無差別のカタマリであると仮定しよう。こ
のカタマリから，あれこれの切片が〔無差別に〕，かれこれの生産に使用さ
れうるのである。資本概念のョリ一層の精密化ないしは必要なる限定は，
この場合，以下の諸考察からおのずから明らかになるであろう。
　そもそも事柄をできるだけ単純に構成するために，また，これによって
われわれが，あらわにさせたいと思っている要点を，はっきりと際立たせ
るために，さしあたりわれわれは次の仮定を敢えてしたい。すなわち，た
とえば１国といった，一定量の資本，労働および土地で装備された１経済
団体には，ただ一つの生産部門のみが存在するにすぎない。そしてただ一
つの消費物品（Ｗ）のみが製造される。他方，その他の国内で消費される
もののすべては，外国から直接的交換で，それも世界市場の状態によって
決定されると見なされうる交換比率のもとで，調達される。かくて国の資
本は，本質的には，一部は完成品（Ｗ）の在庫，一部は完成品の製造のた
めの用具と原材料とから或る。しかもさしあたり各人の所得は，直接に
〔その完成品〕（Ｗ）の形で受け取る，と考えてよいとしよう。
　かかる事情のもとでは，国内生産に課せられる租税というものは，決し
てその商品（Ｗ）ないしはその他の消費財の価格変化への契機とはなりえ
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ないであろう。むしろ租税の作用は，専ら資本家たち，労働者たち，およ
び土地所有者だちといった，さまざまな生産者たちの所得変化の形であら
われよう。これらのことは明瞭である。けれども，土地用益Boden-
leistungenについては暫定的にこれを無視しよう。われわれはこれを無償
と仮定するからである。だが次節では，この限定を再び外すつもりである。
　かかる事情のもとでは，ある租税が資本利子と労賃の額に，もしくはさ
まざまな階級の労働者の賃金支払いにおよぼす影響について決定すること
は，比較的容易な課題というものであろう。ただ，いかなる仕方で，ま
た，いかなる理由によって，この両経済量がそもそも決定されるのか，を
知っている限りでのことではあるが。
　しかしながら，経済理論のかかる全く基礎的な問いに，とにもかくにも
満足すべき回答がえられないままに，われわれはごく最近まで〔空しく〕
全国民経済学的文献をくまなく検討してきたことになるであろう。
　旧い時代の経済学者たちが人口の増加傾向を参照しつつ，われわれの問
いにあたえた次のような〔賃金最低生存費説的〕回答は，ここでは，まあ
顧慮しなくてもよいであろう。この回答とは，すなわち，労働者は長期的
には，ちょうど自分自身とその家族のために必要とする生計分だけを受け
取る。これに反し資本家は，生産の残り全部を自分の勘定として取ってお
く，といった回答である。地球上の労働人口のかなり大きな部分が，純然
たる最低生活の限界ギリギリの所にあるか，ないしは最低生活以下でさえ
あることが，残念ながらたとえ今日でもなお，全くの真実であるとしよう。
にもかかわらず，これは全く普遍的な現象として妥当しうるものではな
く，ましてや経済的に必然的な事実として妥当しうるものでもない。-
ところで，たとえばリカードーは，これが経済的に必然の事実であるとは
全然主張してはいなかったのである。
　有名なカール・マルクスKarl Heinrich Marx, 1818-1883のこの学説の変
種についてもまた，当然無視しうるであろう。マルクスは次のように主張
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する。雇用者は労働力という商品をその費用価値で，すなわち，労働者の
家族の生計に必要な食料品Lebensmittel〔PI.〕で購入する。　しかし雇用
者は，その労働力という商品を（完成生産物の形で）その使用価値で売る。
差額は剰余価値である，等々。ただし，この低く抑えられた労働力の価格
は，労働人口の自然的増加によって成就されるのではない。むしろ労働人
口の一種の人工的過剰化によって，「産業予備軍」というものの創造に
よって実現するのだ，と。
　事実はこの両見解のいずれをも裏付けてはいない。現代では，いやしい
労働の賃金でさえも何十年にも亘って，殆ど例外なしに最低生存費をはる
かに凌駕している国々がある。　とくにマルサスThomas Robert Malthus,
1766-1834の人口法則に関していうならば，その意義は次の点に存するの
である。すなわち，この法則の意義は，それが人口の生理学的増加傾向に
対抗的に働くべき使命をもつ，さまざまな「チェック」の種類と本質につ
いて，われわれにわからせること，ないしはその相対的必要性を証明する
ことにあった。このチェックの永遠の不充分性をマルサスが証明したり，
ないしはかつて主張したといった点に，その意義があるのではなかったの
だ。
　かくて文字通りこれから論述しなければならないのは，賃金基金理論の
みである。この理論は，労賃の高さを，賃金支払いのためのものと指定さ
れている手許にある資本額と労働者数との間の比率に依存させようとする
ものであった。すなわち，労賃額は資本の相対的増大（ないしは労働者人口
の相対的減少）のもとでは上昇傾向をもち，逆のケースでは減少傾向をもつ
であろう，と。この場合資本利子額については，もちろん逆に推論される。
-ちなみに，このことはそれ自体非常にありそうなことではある。
　　転嫁論に関していうならば，最初にあげた〔賃金最低生存費説的〕見解にした
　がえば，次のようになる。すなわち，それがどのように賦課されようとかかわり
　　　　　　　　　　　　　　　－85（76）－
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　なしに，租税というものの転嫁は，労働者から雇用者へ〔の転嫁の場合に〕は
　つねに成功する。しかし，雇用者から労働者への転嫁は決して成就しないであろ
　う，と。
　　これにたいし，賃金基金理論にしたがえば，租税転嫁というものは，ただ資本
　量かあるいは労働者数（ないしは労働供給）が，租税のために変化させられた場
　合にのみおこりうる。しかしこの場合には，〔転嫁は〕租税の課徴様式にかかわり
　なしにおこるのである。周知のように賃金基金理論自体は，昔日の信望をもはや
　克ちえてはいない。にもかかわらず，これにもとづく転嫁学説は，たしかに依然
　として支配的学説の地位にある。
　賃金基金理論は，今日では誤った学説ということになってはいる。しか
しながら，私が次のように主張するのは，余計なことをいっているのでは
ないと思う。すなわち，賃金基金理論を批判している大部分の人々は，そ
れが本当に誤っている点を正しく突いてはいない。それゆえにまた，賃金
基金理論をヨリ完全な理論に代替させることに，いままで決して成功しな
かったのだ，と。
　マクロードHenry Dunning Macleod, 1821-1902,カール・マルクスある
いはヘンリー・ジョージHenry George, 1839-1897とともに，労働者たち
が資本によって養われているということを単純に拒否する著作家たちにた
いしては，論争することはあまり益のないことである。これこそは思慮分
別のある人々を誤り導びかせる学問的皮相性というものである。この皮相
性については人はただおどろくのみである。カール・マルクスは極端に
走って次のようにさえいう1）。資本家たちに賃金額を前貸しするのは，む
しろ労働者たち自身である。実に賃金は，その労働サービスの後しばしば
１週間ないしは数週間たって，はじめて支払われるのが普通だからであ
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る，と。もちろんこれは，単なる屁理屈にすぎない。事実，労働者たちは
賃金を今週あるいは数週の間前貸しするであろう。そして労働者たちは，
そうしている間は，かれら自身がこの前貸し金額の点では資本家と見なさ
れうるであろう。しかしこの見解は，充分というにはほど遠いものである。
なぜならば，国民経済的関係では，もちろん労賃は，（メンガーのいう）１
次財である完成〔耐久〕使用財が，他の〔耐久〕使用財と交換しうる瞬間
まで，前貸しされねばならない゛。そしてこの期間は，平均的には週単位
ではなく，むしろ年単位で測らるべきものであるからである。もし労働者
たちが，この全期間に亘って自分で生計を維持できるならば，実際別のい
かなる資本をも必要としないかも知れないのだ。
　労賃が生産物の完成と販売の後に，はじめて支払われることは，もちろ
ん例外的にはおこりえよう。しかしこれが事実である場合には，資本家も
それ自身としては，労働収益へのいかなる分け前をも要請しえないであろ
う。
　　レキシス教授Wilhelm Lexis, 1837-1914は，拙著『価値，資本および地代』
　1893年の書評（シュモラー年報，第19巻，1895年, 336ページ）で次のように述べ
　ている。すなわち，労働者はたしかにその労働力を，「たいていの場合，彼が将来
　財の生産に当たり協働することによって使用しうるのみである」。しかしこれは，
　「決定的なことではないであろう。なぜならば，彼がパン職人のように，つくっ
　た当日に食べてしまう財を製造するとしても，にもかかわらず彼は，その労働力
　を独立しては使用しえないがゆえに，･……その生産物をあきらめて，多少とも満
　足のゆく生計を代償に彼の労働力を売ることを，余儀なくされるからである」。
　　しかしながらこの場合，労働者が彼の労働力の生産物の一部を断念しなければ
S. 26
　ならないことを，レキシスはどこから知ったのであろうか。実に労働者の労働活
　動の価値は，そもそも独立的には算定されえない。むしろただ，その大部分が前
　貸し的に賃金が支払われねばならないような生産に使われる，その他の労働との
　関連からのみ算定されうるのである。一独占超過利潤，等々を無視するならば
　一資本家たちがそれ自身としては，平均的には，かれらが間接的に，ないしは
　直接的に前払いした総労賃の利子以上のものを入手するということ。これは私に
　はおのずから明らかなことではない。むしろ自己矛盾のことのように思えるので
　ある。
　賃金基金理論にたいするその他の諸異論は，だいたい資本家が彼の所有
のどれだけの部分を生産的に使用したいのかは，最初から確定しているの
ではない，という点に帰する。これが真実であることもあるかも知れない。
しかしこれは，賃金基金理論を非難すべき充分なる根拠とは，あまりなり
えないであろう。ともかく，それぞれのあたえられた瞬間においては，生
産に使用される資産は一定額である。しかも年々の貯蓄額，ないしは不生
産的資本消費の総資本ストック額にたいするありうべき増大というもの
は，たいてい相対的には小さい。それゆえ，そう長くはない期間に亘って
は，総資本ストック額は近似的には不変とさえ見なされうるであろう。
　賃金基金理論の本当の誤りは，むしろ次の点に存する。すなわち，賃金
基金自体は総生産資本のただの一部，それも，さしあたり全く未定の部分
を代表するにすぎない，という点にあるのである。通常この部分は，「多少
とも固定的に投下された」資本部分と区別されて，「流動的」 zirkulierend
資本部分-ところで両者とも，あまりキチッとした概念ではないｰと
いったものと同一視されるであろう。さて，どのような理由によって，資
本の分配が「固定」と「流動」とに決められるのか，を問うとしよう。す
ると一般的にはその回答は，技術の状態がこれを決定する，ということに
なる。　しかしながら，この回答は真理の全部を含んでいるわけではない。
むしろここでは，純技術的契機と並んで経済的契機というものをも識別す
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べきであろう。
　機械など，ある種の技術的諸改善の導入は，しばしば労賃がすでにある
程度の高水準に到達しているときにはじめて報われる。他方逆に，低賃金
水準のもとでは，その技術的低価値性にもかかわらず，手作業の圧倒的使
用は企業家たちには一層割に合うのである。これらは周知の事実である。
かかる事実の解明には，われわれはすぐに立ちもどるが，かかる事実を既
定のものと仮定しよう。すると次のようなディレンマが生ずる。すなわ
ち，一方では，あたえられた総資本のもとでは，賃金水準は資本の固定と
流動とへの分配に依存することになる。しかしこの分配は，（他のすべての
事情にして等しいと仮定すれば,）そのときどきの賃金水準に依存することに
なる，と。
　さてこれは，それ自体意外なことでは全くない。経済学の他の諸領域で
も類似のことが生じているのである。たとえば，交換流通においては，供
給と需要とは価格に依存する。　しかし価格は再び供給と需要とに依存する
のである。-しかしともかく，ここでは相互依存的な二つの量とかかお
り合わねばならないことが明らかとなる。そこで，これらの量を算定する
ためには，それらを結びつけるただ一つの関係ではなく，二つの関係を知
らなければならない。賃金基金理論は，事実この二つの関係の内の一つの
関係を提供する。　しかし賃金基金理論がこの一つの関係で充分であると考
えたことは，その主要なる誤りである。
　第２の必然的な関係をヨリ精しく知るためには，とりわけ，ではなぜ手
作業の〔賃金〕昂騰が通例機械装置の導入へと赴かしめるかを知らなけれ
ばならない。それも単に，それが間接的に発明精神を鼓舞することによっ
てだけではない。すでになされた発明が，かなり高水準の賃金のもとでは
じめて経済的に使用可能になるために，直接的にもまた，そうさせること
を知らねばならないのである。
　この現象は，最初の瞬間にはそれ自体若干パラドックスにさえ映るだけ
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に，なおさら解明というものが必要である。実に現実には，機械自体が労
働の生産物である。それゆえ，労働が高価〔高賃金〕になってゆくと機械
もまたそれに相応した程度に，ヨリ高価なものたらざるをえない。少なく
とも，このように思えるかも知れないのである。
　しかしながら，すでにリカードーも示しているように1），この後半の部
分は一般的には実情と異なるのである。
　リカードーはいう。機械の価格にはいわば労賃だけでなく，利潤も含ま
れている，と。すなわち，労賃のほか，とりわけ，機械の製造に雇用され
ている労働者たちが生計をたてられた，その資本の利子をも含んでいるの
である。さて，労賃が生産の全面に亘って上昇し，その結果一他のすべ
ての事情にして等しいと仮定すると一利潤率が低下するとしよう。ここ
から手作業労働にたいしての，機械の相対的低廉化というものが成立する
ことになる。
　　とにかくこれは，彼の立証からは明らかにはならないことではあるが，リカー
　ドーは機械の価格はそもそも上昇しないであろう，とさえ主張している。ところ
　で，彼の周知の基本見解にしたがえぼ，労賃の上昇というものは，ただ食料品の
　騰貴の結果としてのみおこりうるのだ。　しかしながら，ここでは，このことはな
　んら重要なことではないのだが。
　リカードーが単に一つの数値例の形で論述した思考過程を，もう少し精
確に追跡するとしよう。すると，その思考過程の核心は，当該機械の導入
によって生産の総過程が長くなる点に存することが，明らかになるであろ
う。それも，リカードーの例では１年から２年に延長される。この場合，
一方では同じもともとの労働量はヨリ多量の完成生産物を製造する。　しか
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し他方では，労働者の生計のために使われた資本は，１年ではなく２年と
いった，ヨリ長期に亘って投下されるのである。それゆえまた，資本はつ
いにはただの１年の利子ではなく，〔ヨリ低い年利率の〕２年の利子に甘
んじざるをえなくなる。そこで，やがて示すことになるように，このこと
は必然的に，ヨリ長い資本投下（機械の導入）は，ある全く特定の賃金水準
になってはじめて経済的になる，という結論に到達させるであろう。
　さしあたり定常的状態に関して，資本利子と労賃との決定根拠について
の，現実的でそれ自体完結している理論を確立することに成功したベーム
ーバベルクの諸考察こそは，まさにこの種のものであった。一明らかに
この場合，彼にはリカードーの著作中の当該箇所が全く思いうかばなかっ
たのであるが。
　　　（自然的労賃der naturgemaBe Arbeitslohn についてのテューネンJohann
　Heinrich von ThiJnen,1783-1850の誤れる思索を除けば）゛,資本利子と労賃との
　関係を合理的な仕方で算定すべき，私の知るただ一つの以前の試みは，デンマー
　クの雑誌Nationalokonomisk Tidskrift,第１巻（コペソハーゲン，1873年）所収
　の１論文に見られる。注意すべきことであるが，この論文は専門の経済学者の手
　になるものではない。Ｆ.ビングF. Bingと。リウス。ペーターセンJulius
　Petersenという２人の数学者が書いたものである。この論文のタイトルは
　Bestemmelse　af　den　rationelle　Arbejdslon　samt　nogle　Bemaerkninger　om
　Okonomiens Methode （合理的労賃の決定並びに経済学の方法についての若干の
　注釈）である。この研究の個々の点については，おそらくは2，3異論を唱えるこ
　ともできるであろう。しかしながら，その基本的考え方はベームーバべルクのそ
　れに近い類縁のものである。そして，もし一層の展開をさせたならば，間違いな
　くベームーバベルクのものと全く似た理論に到達したであろう。しかし私は，こ
　の論文がデンマークの経済学者だちから注目されていたという，いかなる痕跡を
　も見いだすことができない。雑誌“Tidskrift”の編集部は，メモの形でこの論説
　への反響を残してあるかも知れない。　しかしながら，私の知る限り，かかるもの
　はなにも公表されなかった。
　1893年公刊の『価値，資本および地代』についての拙著1）において，私は
ベームーバベルクの理論に厳密な数学的形式を付与すべくつとめ，またこ
の理論をある意味では拡充すべくつとめた。以下の展開のヨリ完全な理解
のためには，この拙著並びにベームーバベルクの基本的労作自体を参照す
るよう，敢えて指示するつもりである。
　しかし，ベームーバベルク理論の基本的見解は未だ一般的には承認され
てはいない。　しかも最近，卓越した地位の人からの威勢のよい攻撃にさら
されている。それゆえ，私はこの根本見解をもう一度手短かに論述し，そ
して擁護しようとの思いにかられている。ここでは私は，以前の私の論述
を2，3の点で修正できることにもなるのである。
　資本の固定と流動という，通常ではあるが，あまり支持できない区分に
かえて，ジェボンズやベームーバベルクの先例にならって，全現存資本を
可動的beweglich,すなわち，非常にゆっくりか，あるいは，あまりゆっく
りではなく流動するもの，と理解しなければならない。いうならば資本は，
潜在的には完成消費財のただ一つの総計と考えられる。これはもともと労
働者たちの生計用に決められていたものであるが，すでに大部分は労働と
交換されてしまったものであり，次いで最終生産物の売上げによって再び
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●代替されるまで，（用具，原料，半製品など）以前におこなわれた労働の姿で
存続しているものである。
－78（83）－
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　しかしながら，私見によればこの場合，さしあたり建物，道路などと
いったすぐれて耐久的な資本部分を，資本概念から除外した方がよい。わ
れわれがここで，最も単純な仮説として基礎におこうとしている定常的状
態にあっては，このような対象物は非常にわずかしか新たにはつくりださ
れない。他方，用具，機械，原材料などといったその他の資本部分は，折
にふれて新たにされなければならないのである。それゆえ，すぐれて耐久
的な財は，さしあたり「賃料〔レント〕財J Rentengijterとして，土地と同
列におかれうるであろう。その関係は後にいたってはじめて考察されるこ
とになる。
　労働の購入（賃金支払い）による個々の資本投下と，完成した消費物品
（１次財）の販売によるその資本の代替との間に経過する時間は，当該資本
部分の流通期間Umlaufszeitないしは投下期間と称される。
　さて，通常のように，ある商品の製造と販売のために労働が使用され，
したがって，さまざまな時点で資本が〔賃金支払いのために〕前貸しされ
ねばならないとしよう。この場合にはわれわれは，当該資本額の平均的投
下期間mittlere Investierungszeit という言葉を使うのである。たとえばい
ま，１週間の労働，次の年も同じく１週間の労働というように，完成品が
４年後に販売されるまで労働が使われるとしよう。この場合には労働は，
〔したがって労賃支払いの基金となった資本の前貸し分は,〕平均的には
4＋3:t2＋1＝2｛一年後に回収されることになる。そして，商品の製造のた
めにその他の雑費Ｕｎｋｏｓtｅｎがなにもいらないとしよう。その場合には。
　　　　　　　　　　　　　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●ここでは全投下資本をなす４週間分の賃金を差引いた後の売上げは，その
資本の2-と年分の利払いを表すことになるであろう。いうまでもなく水利
で計算された限りでのことではあるが。
　逆に，（たとえば数年の後はじめてもとがとれるような，ある機械の完成といっ
た）かなり長期に亘ってただ連続的にのみ回収されるある作業が，今目片
づけられたとしよう。ここでもまた，前貸しされた資本の平均的投下期間
　　　　　　　　　　　　　　　－77（84）－
がつねに算定されうるであろう。
　　たとえば，たの資本投下量が，１年後，２年後，３年後および４年後に，その
　都度戸の収入をもたらし，それ以上はなにももたらさないとしよう。すると（単
　利計算の場合には）四つの収入の現在価値は，明らかに
である。この場合ｚは算定さるべき利子率を意味する。そしてこの式は，ちょう
どÅ,と等しくならざるをえない。ここでｚが充分に小と前提されうるならば，こ
の式は単純化されて最終的には次のようになるであろう。
〔Ｊが小であれば，近似武士≒1－ｚが成立する。それゆえこの現在価値は
この式から〔ｚを解いて〕次の式をうる。
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さてしかし，£が資本の平均的投下期間を表すとすると
が成立する。
　そこで〔これら２式から〕ｚを消去すると
となる。4戸は必然的にÅ･より大であるから，したがって資本の平均的投下期間
は，資本の支出と資本の完全な代替との間を経過する間隔の平均的長さよりも，
若干長いことになる。われわれのケースでは，後者の平均的長さは，まさに同じ
く
　だからである。
　類似の方法をもって，しばしばかなりこみ入った生産の諸行程のすべて
は，つねに当該資本部分の一定投下期間に換算されよう。そこから最終的
に，当該事業の総資本にとっての一定の平均的投下期間というものが，結
　　　　　　　　　　　　　－76（85）－
果としてでてくることになる。
　いうまでもなくこの場合，同じ生産のさまざまな段階は，つねに一つ
の，しかも同一の事業に属すると想定されなければならない。換言すれ
ば，たとえ当該資本部分（たとえばある機械）が，ある企業者の手から他の
企業者の手に渡ったとしても，われわれの考察にとっては，その資本は投
下されたままなのである。
　　私はここで，ベームーバベルクの導入した「生産期間」の概念,すなわち,生産
　の開始から終了までに経過する期間の代りに，ジェボンズのヨリ旧い表現である
　投下期間を再び採用すべき誘因を感じた。両概念は，もちろん互いに密接な関係
　にある。たとえば,全生産期間に亘って中断なしに同数の労働者が働き,またこの
　とき，賃金が継続的に支払われるとしよう。この場合には，容易にわかるように
　平均的資本投下期間は，ちょうど生産期間の半分である。しかし，もし使われた
　労働量が〔全〕生産期間に亘って全く不規則に割り当てられているならば，これ
　が通常のケースであろうが，いま述べた〔半分といった〕比例数は，そう容易に
　は見いだしえない。そもそも「生産期間」は，若干不明瞭で，ときとしては全く
　精確には定義しえない概念というものである。　しかし結局は，ここで論述すべき
　問題の場合には，生産期間の長さが重要なのではない。資本の投下期間の長さこ
　そが重要なのである。この後者は，つねに容易に，ないしは少なくともヨリ容易
　に把握され決定されうるであろう。それゆえ正確な諸関係が問題になるや否や，
　資本の投下期間の概念こそを使用すべき充分なる根拠が存在するように思われる。
　さて，ベームーバベルク学説の眼目は次の仮定に存する。すなわち，
一結局は使用された資本の平均的投下期間の延長と同じことになるｰ
あれこれの準備的労働の適切なる挿入によって，使用されている労働の平
均的生産性を高めることにつねに成功するであろう，という仮定である。
もちろん，これは単にヨリ多量の労働がヨリ多量の生産物をうみだすとい
う意味においてのみではない。むしろ次のようなヨリ広い意味においてな
のである。すなわち，ある一定量の労働が，いわばヨリ長い期間に引きの
－75（86）一
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ばされて，同じ労働量が同種のヨリ短かい生産プロセスに，ないしはそれ
どころか（資本なき）瞬間的生産に使用された場合よりも，ヨリ生産的であ
ると立証されるという意味においてである。
　これは事実，分業の名で知られている現象とは，完全なる対応物という
ものであろう。数人の労働者が，一定種類の商品の製造を最大限の分業下
で一緒におこなうとしよう。この場合には，労働者各人は同一量の労働
で，あまり分業がすすんでいない場合，ないしは全く単独で労働する場合
よりも，ヨリ多くの生産物をうみだしうるであろう。
　さきに私は「仮定」という言葉を使った。なぜならば，レキシスが次の
ようにいうとき1）,私は彼に完全に同調するからである。すなわち，「生産期
間の長さと労働の生産性との関数的関連についての命題は……立証され」
なければならない。それも「具体的に，またとりわけ，すべての種類の物
的財貨生産について」立証されねばならない，と彼が述べているからであ
る。明らかにかかる立証は，さまざまな時点と国についての包括的かつ困
難なる統計的調査を必要とするであろう。　しかしながらベームーバベルク
は，この命題の内的蓋然性を，〔レキシスがいうように〕単に「2，3の一
般的注釈によって」明らかにしているのではない。私にはむしろ，非常に
立ち入ってこれを明らかにしているように思えるのである。
　レキシスはさきに述べた拙著『価値，資本および地代』への彼の書評に
おいて，この命題が事実と矛盾することを逆に証明できると思った。しか
しそのとき，私見によれば，彼の立証は，なぜそれが本来問題なのかにつ
いて，全く明瞭ないかなる概念をも彼が調達しなかったことを示している
のである。
　　レキシスは次のことを「主張したかったのである。すなわち，文化発展のはじ
　まりより，技術進歩の傾向は，それも一層成功裡に，たしかに個々の諸企業で同
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一資本に割り当てられる労働者数を減少させる傾向に向ったのである。しかしな
がら，同時に生産期間の短縮をともなって」。
　このような主張からして，ある程度の「形容矛盾」というものを含んでいる。
なぜならば，少なくとも同一資本に割り当てられた労働者数が，平均的賃金額の
増大率よりヨリ強度に減少したとしよう。この場合には，これはさきの資本解釈
にしたがえば，平均的生産期間の延長が出現したことへの証拠というものである。
人が手持ちの資本を労働の形に〔賃金前貸しの形に〕分解させて考えるとき，こ
れは容易に明らかとなることではあるが。-しかし，レキシスのいう所をさら
に聞こう。
　　「19世紀を経過する内に，新しい交通の補助手段によって，いかなる時間的節
約も，生産と販売活動とのすべての部門で獲得されなかったのであろうか？」
　さて，このレキシスの発言もまた，それほど全く確実なことであろうか？　た
しかに，一定以上の距離では一定商品量の輸送は，今日では以前とくらべて非常
にわずかな時間しか要しない。　しかし他面，19世紀のはじめには，総生産の内の
なんと全く取るに足りない部分のみが，そもそも〔販売などのために〕交通手段
に委ねられたのであろうか？　生産物の圧倒的大部分の量は，生産地自体でか，
ないしはそのごく近辺で消費されたのである。しかし今日では，全住民はその最
も重要な消費物品を地球上の非常な遠隔地域から供給されている。そして，ある
商品が生産地で消費されることになるのは，殆ど例外とみとめられるのである。
このことを考察に入れｰしかもここでは，まさにすべてのものを顧慮しなけれ
ばならないのであるがｰそしてさらに試みに次のように考えよう。すなわち，
船舶の建造，（鉄道の建設自体はいうにおよばず）鉄道資材などの製造に使用さ
れる労働は，当該資本が代替される以前に，数年に亘って予め賃金支払いがなさ
れなければならない，と。その場合には，近代的交通手段自体は生産の総過程の
短縮といったものではなく，その最高度に重大なる延長というものをもたらした
ということ，これは殆ど疑いの存しない所である。-さらにレキシスは次のよ
うにいう。
　　「柄のための穴をもつ磨がれた一つの石斧の完成は，今日―つの鉄斧を完成す
るに要するよりも，たしかに何倍もの多くの時間を，新石器時代の人間に費やさ
せたであろう。たとえ」あらゆる準備的労働を合算してもである。すなわち，こ
れらの準備的労働は「今日の大量生産のもとでは，１箇１箇の斧には，ただ非常
－73（88）－
にわずかな部分しか算入されないであろうからである」。
　さて，これは自明のことではある。しかしここに，生産期間（ないしは資本の
投下期間）の長さと，商品１単位の創出に必要な労働時間の長さという一二つ
の非常に異った概念の間の，明らかな取りちがえというものがある。商品１単位
の創出に必要な労働時間は無条件的に小さなものとなる。でなければ実にそもそ
も，いかなる技術的進歩も成就されなかったであろう。Ｊ日の労働といったｰ
往時一つの石斧の作成に要したのと同じ総労働支出をもって，今日ではおそら
く，10箇，20箇ないしはそれ以上の鉄斧を完成しうるであろう。しかしながら，
このヱ日は新石器時代においては一往時の技術について察知しうる限り一間
断なき連続で使用されたであろう。他方今日では，このＪ日は，たいがい数年に
亘る期間にひろがっており，それゆえ，この期間の各１日には，平均的にただの
2，3分のみが割り当てられているにすぎないことになる。この2，3分か，まさ
に10ないし20箇の斧の製造に使われているのである。　これが本当の差異であ
り，そしてこれは，なぜ今日の生産が通常資本主義的にのみおこなわれうるかの
理由でもある。
　同様のことは，レキシスのあげた他の諸例についても妥当するであろう。しか
しここでは，最後に次の点が想起されねばならない。すなわち，ベームーバベル
クはあらゆる点で以前の通常の生産過程の短縮というものを促すことになった，
一定の技術的進歩が疑いもなく存することを，決して否認しているのではない。
むしろ，それをはっきりと強調しているのである。とはいえ，これらの技術的進
歩が期間短縮をおこなったからといって，それは決して新たな資本集積をなんら
必要とはしなかった。むしろ反対に，少なくとも長期的には資本を解放したので
ある。-ちなみに，これは労働者にとっては，つねに直接的な恩恵というもの
である。
　しかし，もしかかる発明が実際に技術的進歩の多数を成していたとするなら
ぼ，次のことは必至の結果であったであろう。すなわち，総資本基金が労働者数
（ないしは本来的には年々の労賃の総額）に比較して継続的に減少したであろ
う，というわけである。さてしかしｰもし私がその他の点で彼を正しく理解し
ていたとするならばーケースは逆であるということを，レキシス自身が承認す
ることになる。そして，これによって彼は，さきに述べたように，彼自身の立証
をつとに最初から無力にしてしまっているのである。
－72（89）－
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　さて，ベームーバべルク理論のかかる一般的公準が，さしあたり承認さ
れたとしよう。この場合，人は最初の瞬間に次のように推察するかも知れ
ない。すなわち，資本家は，少なくとも過渡期における，おこりうべき利
子喪失を無視しうるや否や，つねに彼の資本のますます長期の投下につと
めようとするであろう，と。しかしながら，これは実情とは全く異なる。
次の例が示すであろうように1)，むしろ，それぞれのあたえられた賃金水
準毎に，最も利益ある投下期間というものが存在するのである。
　単純化のために次のことを前提しよう。完成生産物は長い間隔をおいて
のみ完成される。それゆえ，事業に投下された資本は一度に解放される，
と。現実においては，一般的にはこれは実情とは異なる。むしろ梯形状に
次々と生産されるのである。しかしここでは，このことは決して本質的な
相違をつくりださないであろう。さて，たとえば３年の投下期間にあって
は，前貸しした資本，すなわち，継続的に支払われた賃金の総額は，完成
財の売上げによって25j－パーセントの割り増しつきで代替されうるとし
よう。したがって，年々の資本利潤は，25j-÷3＝8Tパーセントである。
４年の資本投下の場合には，前払い賃金総額は32パーセントの割り増し
つきで弁済されうるとしよう。これはただの８パーセントの年利払いと同
じとなる。　したがってこの資本家にとっては，３年の投下の方がヨリ利益
のあるもの，ということになる。
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となる。　したがって年々の資本利子は５パーセントとなる。かくして，い
まや４年の〔投下〕期間の方がヨリ利益が大きいのである。
　したがって，賃金が上方にシフトした場合には，最も利益ある投下期間
の長さは，ヨリ長いものとなるであろう。この帰結は，次のように前提す
ることがゆるされるや否や，普遍妥当的である。すなわち，延長された資
本投下の各々は，たしかに労働の生産性を引きあげる。　しかしこの上昇
〔率〕は，投下期間の延長〔率〕に比例的なほどではなく，むしろ追加収
益の度合いdie Skala der Mehrertragnisse が逓減的であるような上昇
〔率〕であるという前提である。このことは全く現実に対応しているよう
に思われる。かくして，最も利益のある資本投下期間の長さは，事実労賃
の水準によって決まるのである。
　しかしながら，同じく賃金水準は資本投下の平均的な長さに依存してい
る。　しかも次のような仕方で依存しているのである。すなわち一土地用
益はつねに無償であると仮定すれば一一資本というものは，つまりそれが
労働を雇用するという方途でのみ生産的に使用されうる。しかし，資本が
生産によって再び代替されるまで，資本はそもそもただ１回だけ労働に賃
金を支払いうるのみである，と。　したがって，瓦が１事業ないし１国の資
本であり，この資本の平均的投下期間はｚ年に達するとしよう。この場合，
万一はちょうど年々の賃金基金を表し，そして，これを平均的賃金率で割る
と一義的に雇用された労働者数が示されるであろう。この命題は公理のよ
うに明らかである。そしてこの命題は，ベームーバベルクが強調したよう
に，人口に膾炙されている賃金基金理論の真の内容をなすものである。
　さて，このようにして決められた労働者数は，長期に亘っては明らかに
実際に存在する労働者数と一致するにちがいない。もしそうでないなら
ば，まずは稼働している資本自体が過剰なのであり，資本家たちの競争に
よって賃金は必然的に上昇せざるをえないことになるであろう。ないしは
逆に，当該賃金率のもとでは，すべての労働者を雇用しきれなくなること
－70（91）－
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もあろう。これはやがて賃金引きさげへと赴かせざるをえなくさせる。も
し均衡が達成されているのであれば，したがって次の関係は必然的に充た
されざるをえない。
ただし/1は労働者数，Ｚは賃金率を表す。
　それゆえ，労賃の高さと資本の投下期間の長さとは，相互に条件づけら
れている。そして，労働の生産性は資本の投下期間が長くなるとともに増
大するという，その増大の仕方の法則を知っているとしよう。そうなれ
ば，〔賃金額と投下期間といった〕上述の諸量ならびに資本利潤の高さも
また，数学的厳密さをもって決定されるであろう。すなわち，ここでは既
知として前提されている量瓦〔投資額〕とｙ1〔労働者数〕とをもって表現
されうるであろう1）。
　ここで/1が不変のもとで瓦が増大する，ないしは逆に，瓦が不変のも
とでｙ1が増大するとしよう。そうすると，理論的にはここかしこへの若
干の揺れの後に，ある新しい均衡状態が出現する。その結果，国民資本
Volkskapitalの相対的増大は，たとえ資本の増大に決して比例的なほどで
はないにしても，つねに賃金引きあげをもたらすであろう。これに反し，
（たとえば人口が異常に遠く増大したための）国民資本の相対的減少は，賃金引
きさげをもたらす。しかし，この賃金引きさげもまた，資本自体が減少し
たのと同率なほどの引きさげではない。この場合には，利子率はつねに国
民資本の大きさとは反対方向に変化するにこでは，つねに本質的に定常状態
を問題にしているのであり，したがって新発明などは無視してもよいことに注意す
べきである）。　しかもこの利子率は，極端な場合には，総資本自体が増大し
あるいは減少するよりも，ヨリ強度の率で減少，ないしは増大することさ
えありうるのである。
　さて，私はそう思うのだが，労働と資本という生産の両要素の相対的報
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酬Vergutungの法則が，さきの理論によってその基本的特徴が，しかも定
常状態の仮定のもとで，正しく説明されたとしよう。そうすると，ここか
ら，生産へのある租税の帰着についての決定は，〔この法則の〕単純な系と
して帰結されるであろう。
　さしあたり，次のことは明瞭である。すなわち，資本家たちにたいして
であれ，労働者たちにたいしてであれ，所得への租税というものは，資本
利子と労賃との諸関係に，毛ほどの影響をもあたえないであろう。ただ
し，前提したように，資本利子と労賃とが双方の側の自由競争で決まる場
合においてではある。たとえ国家が，一定部分〔パーセント〕を租税の形
でここから取りさったとしても，最大可能な資本利子〔率〕はつねに最大
可能な資本利子〔率〕であろう。しかし同様に，労賃への課税というもの
も，最も利益ある資本投下の期間の変更には，なんらの契機をもあたええ
ない。それゆえ，これらの租税が資本形成あるいは人口の増減，ないしは
労働力の供給〔量〕に影響をおよぼさない限り，このテーマにわれわれ
は，いま力を割きたくはないのだが，賃金は，それがちょうど決定された
時と同じ水準に，十中八九とどまったままであろう。
　しかし生産は，〔労働と資本という〕この両要素の統合された活動から
生ずるものである。すなわち，生産は資本によって生計維持された労働の
成果なのである。もし租税が生産に課されるならば，たとえば生産物総計
の価値から，ないしは，われわれのケースでは同じことだが，生産物の総
計自体から，一定部分を取りさることになるならば，その場合には，必然
的に生産の両要素は，直接的にか，あるいは間接的にか租税によって打撃
を受けるであろう。
　企業者は，賃金切下げによっては完全に被害のないようには保ちえない。
賃付け資本家は〔課税〕以前と同じ利子を請求できない。容易に了解され
るように，もし請求できるのであれば，まさに賃金減少のために，手持ち
資本は一部分過剰となる。そして解放された資本の使途発見への努力は，
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もう一度の賃金上昇を引きおこすことになるであろうからである。　しかし
ながら，同じように労働者たちも，スミスやリカードーがそう思いうかべ
ていたようには，賃金を以前の水準には維持できないであろう。いうまで
もなく，資本がたしかに不変であると前提される限り，賃金水準にはなん
らの障害も立ちはだからないであろう。　しかしながら，かかる状態のもと
では，以前の資本投下期間はもはや最も利益ある投下期間を表さない。む
しろ，いま最大可能な資本利潤を獲得するためには，資本の投下期間を引
きのばさざるをえないであろう。これによって賃金は引きさげられざるを
えない1）。これは，〔本節末尾の〕付録でおこなうことになる課題の数学的
処理から，完全なる一般性をもって帰結される所である。　しかしこの結末
は，前に示した数値例でも容易に検証することができる。そこでの３年の
資本投下の生産数量125.5, 4年の資本投下のそれの132 (両ケースでの支払
われる賃金総額,すなわち資本は100とする）が，租税によって，たとえば各々
ふだけ減った，したがって，それぞれ〔約〕113および118.8に減ったと
しよう。この場合，年々の利子率は，３年投下のケースでは〔約〕13÷3＝
をとパーセント，４年投下のケースでは，18.8÷4=4.7パーセントとなる
であろう。したがっていまや，以前のような３年の投下ではなく，４年の
投下の方がョリ利益のある投下期間となる。
　容易に了解されるように，この租税の作用は，あたかも労働の生産性が
租税に比例して低下したかのような作用と全く同じである。それゆえ，事
柄を次のように想像してよいかも知れない。すなわち，当初は一資本
量も労賃額もｰすべてが同率で小さくなるであろう。他方，資本の投下
期間並びに小さくなった資本の利子率払この場合全く不変のままであ
る，と。さて，資本が以前の額にもどったとしよう。この場合には，われ
－67（94）－
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われの以前の解明にしたがえば，労賃は上昇するにちがいない。　しかしこ
の上昇の程度は，資本の増加に比例的なほどではない。　したがってこの
ケースでは，課税以前のもとの水準に到達しえたかも知れぬほどに労賃が
上昇するのではない。これに反し，利子率は下落するであろう。　しかしそ
の下落の程度は，資本家が全租税負担を背負わねばならぬほどのものでは
ない。
　かくして，疑いもなく資本のみならず労働もまた租税によって被害を受
けるようになる。-そしてその被害の率は，生産の個々の状況に依存し
ている。すなわち，資本投下の期間延長のために労働の生産性が上昇する
ことになる，その上昇の仕方の法則に依存するのである。
　資本投下期間の延長のもとで，上述した追加収益の度合いが，以前の投
下期間の近くで急激に低減するとしよう。この場合には，租税は主として
資本家たちに帰せられ，そして労働者たちは相対的にこれを免ぜられる。
　しかし遂に，投下期間の新たなる延長毎にほぼ同じ追加収益が生ずるこ
とになるとしよう。この場合には，祖税の大部分を賃下げの形で労働者た
ちに消転させることに，資本家たちは成功するのである。
　　ここではつねに，双方の側の自由競争の作用が問題になっていることを，私は
　ここに明言しておく。雇用者たちが労働者たちにたいして団結している場合や，
　あるいは逆に，労働者たちが雇用者たちにたいして団結している場合には，全く
　別の状況が生じうるであろう。とりわけ前者のケースでは，資本の投下期間の延
　長（固定資本の増大）というものは，経済的〔合理的〕尺度をもこえて労賃を低
　くおさえる。そしてこれによって，雇用者自らがヨリ大きな利潤をつくりだすべ
　き，おそるべき手段となるであろう（『価値，資本および地代』104ページ以下を
　参照）。
　これについての詳細は，数学的考察によるほかは殆ど明瞭とはなりえな
いであろう。　しかながら，この考察に取りかかる前に，なお生産税のもつ
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ある特性について注意が喚起されてもよいであろう。すでに見てきたよう
に，理論的にはこの税のもとでつねに生ずるはずの投下期間の延長のため
に，労働の生産性，したがって総生産量もまた，多少とも増加するにちが
いない。かくして，租税の一部はこの生産の増大によって埋め合わされる。
それゆえ，ホックやワーグナーの意味でこの税は消転されるのである。
-けれども，租税金庫への流入額は減少するのではなく，むしろ若干増
加するようになるのだ。-これは，知覚された一定の事実と少なくとも
矛盾しないような理論の一結果である。
　ここに国民経済的利得というものをみとめ，そして，これによって，上
述によれば，この点ではすべてが以前のままであるであろう直接的所得税
にたいしての，（一般）生産税の一定の優越性をみとめたくなるかも知れな
い。　しかしながら，この結論は若干短絡的なものであろう。
　もしくわしくいうならば，われわれの推論は次の前提にもとづいている。
すなわち，企業者はかなり以前から予め彼の生産を，予期される租税に
よって生ずる新しい状態に適応させうる，という前提である。そうでなけ
れば，企業者自身は租税賦課の最初の年々に亘って，〔すなわち，新しい状
態に適応させうるまでの間,〕全租税額をそのまますべて負担せざるをえ
ないであろう。　しかし，企業者がわれわれの推論の前提にしたがった行動
をしたとしよう。この場合には，事実労働者たちは，当該租税額が国庫に
払い込まれる以前に，かれらの賃金の切下げの形で，かれらへの租税負担
部分を数年に亘って（すなわち，資本の平均的投下期間の年数だけ）支払うこ
とになる。もし労働者たちが，この賃金切下げの形での支払いを直接の租
税支払いによってなしていたならば，明らかに国家は，この租税収入額だ
けヨリ資本力のあるものとなったであろう゛。国の資本は一層大きくな
り，問題となっている総生産の上昇もまた，おそらくはこの場合，生じえ
S. 39
－65（96）－
たかも知れないのだ。
　さて次節でわれわれは，いままで無視したままにしておいた生産の第３
の要素である土地用益（並びにその他のレント源泉）をも考察の内に引き入
れるであろう。しかしさしあたりは，付録で，上に述べた理論に，それに
相応しい厳密な数学的衣装をまとわせるよう試みるつもりである。
　　付　録
　　拙著『価値，資本および地代』（95ページ以下〔第２編，第４章　定常的経済に
　おける資本利子と労賃Ｄにおいて，私はベームーバベルクの資本利子理論を，代
　数式の姿で，並びに簡単な幾何学的解釈によって，再現しようとつとめた。ここ
　では，私はベーム資本利子理論の幾何学的解釈を手短かにくりかえすつもりであ
　る。ただここでは，生産期間の長さの代りに資本の平均的投下期間の長さが使用
　される，という変更はある。そうしてわれわれは，ｚで示したいと思う資本の平
　均的投下期間の長さを曲線の横座標とし，その縦座標は，平均的投下期間〔Ｚ〕
　に対応した完成享受財の，当該生産に関与した全労働者１人当たりで計算された
　　　以降は，年々の生産税収入と直接的所得税収入とは同額だからである。
　　　　簡単な例をもとに，ヴィクセルの文章の意味する所を推測してみよう。
　　　　企業者は労働者工人（労働１単位）を４年間雇用し，４年後に生産ﾉ）をう
　　　る。賃金は４年間に亘り均等に１人当たり年Ｚ（計4Z）支払われる。毎年は
　　　じめに同じ生産が新しくはじまるとする。　４年度からは毎年４人が雇用さ
　　　れ，各年度末にはﾉ）ずつ生産されるとする。
　　　　ここで税率εの生産税が課されたとしよう。
　　　　資本の平均的投下期間は£＝2であるから，資本の年当たりの利子率をｚ
　　　とすると，４年度以降には年度末毎に国庫には
　　　　　　　　　　　　　　　　　£P = £･4Z（1＋2幻
　　　だけの税収が入る。
　　　　一方，労賃と資本の利子に，同じ税率の所得税が生産開始年度から課せら
　　　れていたとしよう。
　　　　この場合，４年度以降の毎年の労働者と企業者との所得税収は。
　　　　　　　　　　　　　ε･4Z十ε･4Z･2z=&･4Z（1＋2ｚ）＝が）
　　　となって同じ年度の生産税収額と同じとなる。
　　　　さて，所得税のケースにあっては，生産開始初年度，２年度，３年度の労
　　　賃から，すでに国庫は税収計
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1＋2＋3）EZ
　　　をえている。この分が，生産税において企業者がおこなう，前もっての労働
　　　者の賃金切下げによる消転分に対応することになるであろう。
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年生産タを表すものとして考察しよう。この場合には，明らかに曲線はつねに右
上りとなる。しかし横座標軸にたいしては〔次ページの図のように〕凹の形をと
らざるをえないであろう。事実的にはまさに，並外れて巨額な資本投下のもとで
も，ここをこえてはおそらくは労働の生産性が上昇しえなくなるであろうよう
な，いかなる実際的限界をも示されえない。しかし同じく，（年々の）追加収益は
投下期間の長期化に比例するほどには増加させうるものでもない。もしそれを投
下期間の長期化に比例するほどに増大させうるとするならば，これは全く不合理
な帰結に導くことになるであろう。それゆえ曲線は，それが横座標軸から遠ざか
るにつれて，必然的にますますフラットなものとなる。厳密に考えると，全くの
無資本ではいかなる生産も可能ではない。それゆえ，われわれは，この曲線を両
座標軸の交点〔原点〕からスタートさせる。　しかしながら，このことは本質的な
ことではない。
　さて，〔労働者１人当たりの年〕労賃額１を暫定的に所与として考察しよう。そ
うすると，最も利益ある投下期間は次のようにして求められる。すなわち，原点
からＺの距離にある縦座標軸上の点から曲線に接線を引き，そして接点の横座標
〔ｚ〕を求めるのである（次ページの図を参照）。つまり，投下期間の長さをどう
仮定しようと，曲線上のその対応点と縦座標軸上の既述の点とを結ぶ直線は，横
座標軸の左側である切片を切り取ることになる。そして，この切片の大きさは，
次式によって表される“。この場合，ｚは〔単利での〕年々の利子率を意味する。
　〔曲線の形状から〕この切片の大きさ〔手〕は，明らかに〔縦座標軸上の点
（Oバ）と曲線上の１点とを〕結ぶ直線が，その曲線への接線のときに最小となる。
したがって，このときｚは最大となるのである。
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でなければならない。辺ＺおよびＺでかこまれた長方形は，したがって，瓦//1と
いうコンスタントな面積をもたなければならないのである。さて，これらの条件
によって，Ｋと/1およびこれと並んで曲線の方程式〔ﾀ＝ﾀ〔０〕が既知となるや否
や，〔均衡に達したときの〕ｚもＺも，したがってｚも一義的に決定されるのであ
る訳注。
　たとえば，-ふといった粗収益の一定部分を取りさる租税というものの作用は，
いまや明らかに次のような作用であろう。つまり，あたかも労働の生産性が点
だけ低下したかのような作用，すなわち，あたかも上述の曲線が，その縦座標
－62（99）－
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が，元来の曲線の対応する縦座標のjもにすぎない他の曲線で代替されたかのよ
うな作用がこれである1)。
　かくして，後者の曲線についてもいまや同じ作図をおこなうことができる。そ
－61（100）－
して，そのとき次のことが容易に明らかになるであろう。-すなわち，たとえ
ば，接点の横座標が同一であるならぼ，両曲線の両接線は，つねに横座標軸上で
交わる，といった事情を利用しよう。一一すると租税のために投下期間の長さが
大となり，これに反して労賃額は小さくなり，最後に利子率の逆数が大きくな
り，かくして利子率自体は小さくならざるをえない，といったことが明らかにな
るのである“。
　さて，これ以上の詳細は，均衡点の近くでの，元来の曲線の形状に依存する
が，とりわけ次のような仕方で依存しているのである。すなわち
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の両式をそれぞれtﾉと－tむと記すとしよう。ただし，tﾉは容易にわかるように，
つねに正ではあるが１より小である。― wはわれわれの前提ではつねに負であ
る訳注。
　そうすると，容易に次のことがわかるであろう。すなわち，生産の粗収益から
lOOeパーセントという（小）部分を取りさる租税というものによって，最も利益
ある資本の投下期間はｚから忿十∠jzへ増大せざるをえないとしよう。すると近似
－59（102）－
　１労働者の年生産は，これによって/)十∠j戸まで増大するとしよう。すると同じ
く近似的に
　同額のままの資本のもとでは，つねに投下期間に逆比例する労賃は，この場
合，Z－∠IZに減少する。このとき
最後に資本利子率はｚ－∠jｚまで低減するようになる。この場合
　これらの式の余す所なき議論は，ここでは主題からあまりにも離れてしまうで
あろう“1)。しかしながら，本文〔66 (95)ページ〕で言及した事情は，これら
〔(1)～(4)〕式によって真であることが容易に立証されるバ4ﾉが1一心こ比較して非
常に大であるとしよう。すなわち，たとえば，生産性曲線が元来の均衡点で非常
に強くカーブしておりKa2)これ以上の投下期間の延長は，すぐに労働の生産性
－58（103）－
を著るしく上昇させることをやめるであろうほどだ，としよう。この場合には，
租税は以前の資本投下期間を非常にわずかしか延長させえないようになる。巫
およびこれとともにずも小さくなる〔このことは，ｕﾉがl-vに比較して非
常
に大という仮定より，式（1）および（3）からも直接に結論される〕。労賃はほぼ低
減しないままである。そして企業者一資本家は，租税の非常に大きな部分を自ら
負担するのである。
　しかし逆に，ωが〔1一心･とくらべて〕相対的に小さいとしよう。すなわち，た
とえば，曲線が当該点で非常にゆるいカーブであり，それゆえ,資本の投下期間の
次々の各同じ延長が，ほぼ同じ労働生産性の上昇をもたらすとしよう。この場合
には，租税は投下期間の相対的に著しい延長を帰結する〔すなわち，ａﾉがl-v
とくらべて小さいので式（1）より孚は比較的大となるからである］。そして，
労働者たちが租税の非常に大きな部分を負担するほどにまで労賃は低減するので
ある〔すなわち，式（3）より召は比較的大となるからである〕。これに反し，
〔式（4）より〕今は小さくな
ご
。すなわち，資本家は課税前とほぼ同じ所得をう
るのである。
　両者の中間のケースでは，資本家と労働者たちとは，多少の差はあれ，ともか
く一様に租税を互いに分かち合う。たとえば，もとの均衡状態の近くでは生産性
曲線は（一般的）放物型方程式
－57（104）－
S. 42
－56（105）－
によって決定される，と仮定してよいであろう。ただし，αは正の定数，ａはあ
る真分数とする。〔したがって，ダ＝ｍａｔ”≒ド＝ｍ(竹1－1)αΓ-2であるから,〕こ
のとき，われわれの式〔(1)～(4)〕は非常に単純となる。すなわち，容易にわかる
ようにりとωにたいして定数値
がえられる。
　これらから次式をうる。
　かくして，ここでは租税によって労働者たちの所得と資本家たちの所得とは
均等に低減させられるであろう。そして，出現した生産の増大によって，この
場合には少なくとも外観的には（本文〔65 (96)ページ〕における結語を参照），
(m=＼といった）極端な場合には，租税の内その半分さえもが「消転」させられ
るかも知れないのだ“。
－55（106）－
①，②よりちを消去して
(60(101)ページ，図Ａの曲線Ｘ,Ｙ,)
　他方，課税後も資本量瓦は不変と考えているので，労働者，資本家側それぞれの自由
競争の結果，均衡に到達した場合には
が成立する（60（101）ページ，図Ａの曲線ＭＮ）。
　連立方程式④，⑤の解として（ないしは２曲線XeY.とＭＮの交点としていバ
が，したがってタが求められる。さらに③からｚが求められる。かくしてt,　I，　ｐ.
ｚはεの関数である。
－54（107）－
　ぬ＞Ｏにたいして，⑨，⑩，⑥，⑩と0<y<l, Iむ＞Ｏからdt>0, dp>0, dl<0.
心＜O。したがって，微少なεの増加にたいしてz，夕は増加し, I,２は，減少する。それ
ゆえ，εがεからε十∠1εへと増加したときに｡ 　t,　t-,　I,　ｚ　ｔ^それぞれ£十∠li,P十ｊﾀ，
Z－∠il,z-∠lｚへと増減したとする。このとき，∠]£=de (£は唯一の独立変数である｡）
が充分小さいとき，∠]t=dt,∠1ﾀ＝卵,∠U=-dl, Az=一心が近似的に成立すると考えて
よい。
　⑨，⑩，⑩，⑩においてε＝Oとおき，　ｄｅ,　ｄt，　ｄｐ,　dl.血の代りに∠1ε，∠lz，∠1A
－∠M，－∠lｚを代入したあと，あらためて∠jEをεとおくと, 58 (103)ページの四つの
関係式（1）～（4）がえられる。
